
 

 

 

 

 
  

イ オ ン が 米 作 に 参 入 ！ ！  

 

 
 
 

 

 

 

 

出張旅費の不正支出がニュースになっておりますが、民間企業の場合も税務調査で問題となることが多い事項です。 
税務調査官を納得させるには、出張が業務上必要であるのか、精算がしっかりと行われているのか等、その実態を明 

確にする必要があります。 
そして旅費規程を決め、社内で徹底して運用することがポイントとなります。 

 
 

① 出張が業務上必要なものであること 

② 交際費に該当するものはないか 

③ 海外渡航費用は業務に必要なものか 

 

（１）出張が業務上必要なものであるか  
業務に不必要とされる支出は、個人が負担すべき業務外の観光代金、買い物代金、精算がされていない支出（渡切 

交通費）である場合で、対象が従業員であれば給与として取り扱われます。 役員であれば役員賞与となり、全額損金不 
算入となります。 

いずれの場合も給与認定を受けると、源泉所得税の追加徴収が発生します。 
 

（２）海外渡航費用は業務に必要ないものがないか  
   海外渡航費の場合、業務従事割合がおおむね 90％以上の場合には全額出張旅費として損金算入、10％以下であ 

るならば全額給与として扱われることとなります。 
海外渡航が得意先、仕入先との商談や契約締結を主たる目的とする業務上必要なものであった場合（従事割合が 

50％以上で判定）には、併せて観光を行ったとしても、往復の旅費については必要費用として全額損金処理をしても構わ 
ないとされています。 

往復の交通費を除いた残りの出張旅費は、往復旅費を除いた残額を、業務に必要なもの、不必要なものの日数に応 
じて按分します。 

また、役員の親族などを同伴させることがあった場合は、①身体障害の補佐人のケース②国際会議等配偶者の同伴 
が必要なケース③通訳等で他に適任者がいないケースなどを除き、原則として、その役員の賞与として損金不算入、か 
つ給与課税されます。 

 

 旅費規程の整備 

 出張報告を基に内容を精査、すみやかに精算する（渡切交通費に注意） 

 常識的な金額による宿泊、出張手当であること                       （大寺） 

 
 
 

 

 

 
 

 

 

 
 

農業者の平均年齢が６５歳超。耕作放棄地が４０万ヘクタール（滋賀県の面積とほぼ同じ）。日本

の農業は危機的な状況にある。その対策として、企業の農業への参入が推奨されている。イオンの米

作はその方向。農地バンクを活用。批判されることも多いイオンであるが、米作の成功には期待して

いる。農家で育った私。農業の衰退は見たくない。 
（竹内） 

２０１４年１１月 No.119 

 

  

ここで休眠会社とは最後の登記から 12 年を経過している株式会社のこと。平成 26 年 11 月 17 日
時点でこれに該当する場合には、2 か月以内に一定の届出等をしない限り、登記官の職権で解散
登記がされます。同日付で官報公告と通知が行われる予定ですが、何らかの理由（本社移転後
も登記変更していない等）でこの通知が届かなくても、要件を満たさない限り解散登記がされるため
留意が必要です。 
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 さくら税理士法人 

さくら社会保険労務士法人
 ㈱さくらビジネスサービス 

労働保険事務組合 徳島県労務能率協会 

 



 

 

 

① パートタイム労働者の公正な待遇の確保 

 現行法では、職務内容・人材活用の仕組みが正社員と同様であること及び無期労働契約を締結している場合において差
別的取扱いが禁止されていますが、改正後は、期間雇用でない方においても該当することになります。ただし、相違のある待
遇が合理的であると認められる場合は除かれます。 

② パートタイム労働者の雇用管理の改善 

 パートタイム労働者を雇い入れたときは、実施する雇用管理についての説明をしなければなりません。また、パートタイム労働
者から説明を求められた場合には、賃金の決定、教育訓練・福利厚生施設の有無や利用基準、正社員転換推進措置の
決定基準等についての説明義務を負います。合わせて説明を求めたことに対する不利益取扱いも禁止されており、相談窓
口の設置など体制を整備することが必要です。 

③ パートタイム労働法の実効性を高めるための規程の新設 

雇用管理の改善措置の規定に違反している事業主が、厚生労働大臣の勧告に従わない場合は事業主名を公表するこ
とができることとなります。事業主が、パートタイム労働法の規定に基づく報告をしなかった場合や虚偽の報告をした場合は、
罰則が設けられます。                                                       （岩佐） 

 
 
 

○●○ 経営事項審査３（手順） ○●○ 
 

経営事項審査では、二つの評価を受ける必要があります。 

① 経営状況分析（経営状況Ｙ） 

② 経営規模等評価（完成工事高Ｘ１、経営規模Ｘ２、技術力Ｚ、社会性等Ｗ） 

経営状況分析は登録経営状況分析機関へ申請し、経営状況分析結果通知書を受領後、県に対して経営規模等評価の申請を行いま
す。 
また、総合評定値（Ｐ）の請求は、経営規模等評価の申請と同時に行うことができます。 
公共工事の入札に参加するには、建設業の許可を受け、総合評定値の請求を行っていることが要件となります。           （岸上） 
 

 
 

○●○ 生存給付型の保障 ○●○ 
 

経営者の皆様は、万一の備えとして死亡保険にご加入の方は多くいらっしゃると思います。ですが、私達の日常において病気や事故によ
り障がい状態や介護状態となるリスクも考えられます。例えば、身近な生活習慣病でも慢性疾患が重症化すると障がいや介護状態になり、
リタイアを余儀なくされたり、事業承継に支障が生じる事になりかねません。そのようなリスクへの備えや、ご家族の生活を支える準備は出来て
いますか？ここ近年、従来の支払事由の給付ではなく障がい者手帳交付（１級～３級）の認定を受けると保険の支払事由に該当し、保険
金が給付されるといったわかりやすい保障内容となっているものもあります。 

  
事例  

身体障がい者手帳（１級～３級）交付の対象となる主な状態例 身体障がい等級 

糖尿病．白内障．緑内障による視力の低下（両眼のきょう正視力の和が０．００８以下） 
３級 

不整脈．心不全．心臓弁膜症等によるペースメーカーの埋め込み 

糖尿病．慢性腎炎等により永続的な人工透析療法を開始 １級 

注）身体障がい等級の認定には、国の身体障がい認定要領に定める検査の数値基準等を満たす必要がある場合もあります。 
上記記載の病気、状態例、身体障がい等級はあくまで一例の記載です。 

 
病気や事故によるリスクも検討してみてはいかがでしょうか。 
（各保険会社によって支払事由等は異なりますので、ご加入を検討の際は当事務所職員にお問い合わせ下さい。）     （さくらﾋﾞｼﾞﾈｽ） 
 

 
 

1 所得税の予定納税額の納付（第２期分） 
納期限･･･１２月１日 

2 特別農業所得者の所得税の予定納税額の
納付 
納期限･･･１２月１日 

3 所得税の予定納税額の減額申請 
申請期限･･･１１月１７日 

4 個人事業税の納付（第２期分） 
納期限･･･１１月中において各都道府県の
条例で定める日 

5 １０月分の源泉所得税・住民税の特別徴収
税額の納付 
納期限･･･１１月１０日 

6 ９月決算法人の確定申告＜法人税・消費
税・地方消費税・法人事業税・（法人事業
所税）・法人住民税＞ 
申告期限･･･１２月１日 

7 ３月、６月、９月、１２月決算法人の３月ごと
の期間短縮に係る確定申告＜消費税・地
方消費税＞   申告期限･･･１２月１日 

8 法人・個人事業者の１月ごとの期間短縮に
係る確定申告＜消費税・地方消費税＞ 
申告期限･･･１２月１日 

9 ３月決算法人の中間申告＜法人税・消費
税・地方消費税・法人事業税・法人住民税
＞（半期分）   申告期限･･･１２月１日 

10 消費税の年税額が 400 万円超の３月、６月、
１２月決算法人・個人事業者の３月ごとの中
間申告＜消費税・地方消費税＞ 
申告期限･･･１２月１日 

11 消費税の年税額が 4,800 万円超の８月、９
月決算法人を除く法人・個人事業者の１月
ごとの中間申告（７月決算法人は２か月分）
＜消費税・地方消費税＞ 
申告期限･･･１２月１日 
 

※ 税を考える週間･･･１１月１１日～１７日 

 

11月の税務 



 

 

 

○●○ 研修会その２＜小規模宅地の特例の改正＞ ○●○ 

 

先日行われた研修会の内容について簡単にお知らせします。 
小規模宅地の特例とは、亡くなった方のお家やお店などに使われていた宅地について、後を引き継いだ方が相続税支払のために手放さ

なくてもいいように、一定の要件のもとに相続税評価額を減額できるというものです。 
 基礎控除が引下げになる今回の相続税の改正では、この小規模宅地の特例が活用できるかどうかが、相続税を減らすための大きなポイ
ントになります。  
 小規模宅地の特例の改正内容は、 
①特定居住用宅地の対象面積が２４０㎡→３３０㎡へ拡充されます。 
②特定事業用等宅地と特定居住用宅地について、それぞれの適用対象面積まで、完全併用が可能になります。 

      
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成27 年1 月1 日以後の相続から適用になります。                                                （坂田） 

 
 
 

     ○●○ ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書について④ ～資金繰り表の利用～ ○●○ 

 

今回は、資金繰り表の主な利用方法について解説していきます。先月作成した例示を基に考えていきます。 
 

まず注目すべきは、現金期末残高がマイナスとなっている月がある
かどうかです。 

現金期末残高がマイナスになっているという事は、その月で手持ち
資金が足りなくなるということを示していますので、何らかの方法で資金
を調達する必要があるということがわかります。右の表で言えば、６月
末で資金が１０万円足りなくなるため、その前に銀行などからお金を借
りる、手形を割り引く、売掛金の回収を早める、などの対策が必要とな
ることが把握できます。 

次に、現金期末残高が大きく残っている月を確認します。大きく残っ 
ているという事は、手持ち資金に余裕があるという事になりますので、 
その後も資金余剰が続く見込みであれば、借入金の返済や固定資 
産の購入など、資金の有効な使い道を検討することができます。右の表で言えば、４月末には比較的資金が残っていますが、６月までで
使い切ることが分かっているため、固定資産の購入などは手持ち資金ではできないという事が把握できます。 
 

次回は、資金繰りの改善方法について解説いたします。                                          （孝志洋）

10日 一括有期事業開始届＜概算保険料160万円未満：請負金額19,000万円
未満の工事＞（労働基準監督署） 

 
 
 

支給事由を同一にする被用者年金の受給権を有する基礎年金受給権者（誕生
月を迎える者）現況届 
旧国民年金（老齢・通老）受給権者（誕生月を迎える者）現況届 
 

3０日 健保・厚年の保険料納付（郵便局または銀行） 
健保印紙受払等報告書・雇保印紙保険料納付（使用）状況報告書提出
（年金事務所・公共職業安定所）  ※ 年金週間（６日～12 日）   国民年金制度推進月間 

建設雇用改善推進月間   職業能力開発促進月間 
労働保険適用促進月間   労働時間適性化キャンペーン 

  単位：万円 

 
４月 ５月 ６月 

現金期首残高 500 390 30 

売掛金受取 0 0   250 

買掛金支払 0  △250  △180 

給与支払  △100  △100  △100 

水道光熱費支払  △10   △10   △10 

現金期末残高 390 30 △10 

11月の社会保険労務 

【現 行】  

330 ㎡ 
240 ㎡まで適用 90 ㎡ 

適用なし 

400 ㎡ 
400 ㎡まで適用 

特定居住用宅地 対象面積240 ㎡まで           特定事業用宅地等 対象面積400 ㎡まで 

330 ㎡ 
330 ㎡まで適用 

400 ㎡ 

特定居住用宅地 対象面積330 ㎡まで           特定事業用宅地等 対象面積400 ㎡まで 

 

 

【現 行】  

【改正後】  【改正後】  

↓               ↓ 
資金余剰？        資金不足 

400 ㎡まで適用 

自宅  

自宅  

店舗  

店舗  



※掲載料金は無料ですので、ぜひ貴社のＰＲにお役立て下さい。お申込みいただいた方より順次掲載しております。 

 広告内容については、お客様から提供された情報に基づいて作成されています。 

 

 

○●○ 医療法人社団及び医療法人財団の合併 ○●○ 

 

医療法人の合併について、社団同士・財団同士の合併は認められていましたが、社団と財団の合併は認められていませんでし
た。平成 26 年 10 月 1 日の医療法改正により、社団と財団の合併が可能となりました。 

社団と財団の合併後は、合併後存続法人又は合併後新設法人の法人形態は、社団又は財団の選択となります（例えば、合
併後存続法人が「財団」となる場合、合併前にあった社員総会は廃止され、その社員が合併後存続法人の評議員に加わるか
否かは法人間の協議により決定）。 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
          
 

                                           

 

（田中）   

 
                       まだまだ、広告募集中です！！  

  

 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

  
 

 
 
 
 
 

 

合併前後における法人類型  

合併前の法人類型 合併後の法人類型 

持分なし社団 持分なし社団 持分なし社団 

持分なし社団 持分あり社団 持分なし社団 

持分あり社団 持分あり社団 

（合併により新たに法人を設立する場合） 
持分なし社団 
（合併前の法人が存続する場合） 
持分あり社団 

財団 財団 財団 

持分なし社団 財団 持分なし社団 又は 財団 

持分あり社団 財団 持分あり社団 又は 財団 

さくら通信をご覧になって、ご意見ご感想がございましたら、 
お電話･FAX･ﾒｰﾙ等でご連絡下さい。  
                          
                          
                          
                       
 当文書に掲載された記事の無断での使用・転載・引用などは一切禁止しております。内容には万全を期していますがそ

の内容を保証するものではありません。万一、当文書の情報に基づいて損害を被った場合についても、一切責任を負

いかねます。また特定の商品を奨励または中傷するものではありません。 

さくら税理士法人 
さくら社会保険労務士法人 
㈱さくらビジネスサービス 
労働保険事務組合 徳島県労務能率協会 
〒770-0025 徳島市佐古五番町２番５号 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：http://www.skr39.co.jp/ 
Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  ：kimutake@js4.so-net.ne.jp  
TEL：０８８－６２５－２５５６ 
FAX：０８８－６５４－１１８１ 

 

今回の改正により追加 

◆開催日時：平成２６年 １１月１７日（月）１０：００～１５：００ 
 

この度日本政策金融公庫と連携し、当事務所にて、上記の日程で「一日公庫」を開催いたします。 
※詳しい内容につきましては、同封の案内状をご覧ください。 

 


